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1）　 Fukuda S. et al., Bifidobacteria can protect from enteropathogenic infection through production of acetate. Nature 
469, 543-547 （2011）
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出典：平成 23 年 1月27日（独）理化学研究所プレスリリー スより
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国内 LED会社の成長支援」「近い将来の LED産業の支配」を目標に掲げている。大規模な LED普及活
動を 2009年から 2015年までをトライアル、モデル普及、普及の 3期に分け、LED部品の国産化率を
大幅に向上させる計画を立てている。初期の牽引策とされる「十城万蓋（10都市街灯普及）」プロジェクト






CO2 排出量の削減」・「中国内 LED 会社の成長支援」・
「近い将来のLED 産業の支配」を目標に掲げている1）。
中国科学技術部が 2009 年から推進する「十城万蓋
（10 都市街灯普及）」プロジェクトは、中国の LED 照
明の大規模な普及活動の一つである。
中国の LED 照明産業の中で LED 照明の普及を推
進する ShenZhen Century Epitech LEDs Co.,Ltd（以
下、Century 社とする）の資料 1）によれば、中国では




とする）を 60% に、モデル普及期（2011-2013 年）では
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図表　「十城万蓋」で選定されたパイロット都市

















































2）　H. Yamada, et., al, “Developments of elemental technologies to produce inch-size single crystal diamond wafers”, 
Diamond Relat. Mater., 20 （2011） in press
3）　H. Yamada, et., al, “Fabrication of 1 Inch Mosaic Crystal Diamond Wafers”, Appl. Phys. Express, 3, 051301 （2010）
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出典：（独）産業技術総合研究所ダイヤモンド研究ラボ提供
図表 2　1インチ単結晶ダイヤモンドウェハーの外観写真
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る 11 ～ 13）。
　資源化手法の選択の代表的な基




































































よそ 80 千円 / トン）。油化装置は
30 年ほど前から 1 トン / 日ほどの
小型プラントが開発、商業運転に
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脂を 2011 年以降 70% に増やすと





















































































油化は 500 ～ 550 ℃で行うのに比
べ、本装置では約 100℃低い温度
で熱分解できた。また、分解油中
の塩素残留も従来技術の 3 分の 1


































れた。10 トン / 日以下の小規模熱
分解ガス化システムの商業化を前
提に、その 10 分の 1 の量 1 トン /
日スケールのシステム運転が実施
された。このシステムでは、溶融
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22 年 10 月 22 日）
 http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=13057&mode=print
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スの排出量を 2050 年時点で 2000
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れている。しかし、2010 年 12 月
にメキシコのカンクンで開催され












し、CDM を利用した CO2 回収・
貯留を実現するために、今後なす
べきことを提言する。














































　2008 年 3 月、経済産業省は、世
界全体の温室効果ガスを現状に比





革新技術」21 テーマの 1 つに挙げ
られている。





































































間 100 万 t のペースで、これまで
に累計 1100 万 t を貯留し、貯留し
た CO2 は数 km の範囲に拡散して
いることが確認されている 15）。








内法を制定した 16）。一方 EU では、
欧州エネルギー（経済）回復計画
（The European Energy Recovery 


































































































































































































る 21）。これは、2010 年 12 月現在
の欧州での CO2 排出量取引価格 
10 ～ 15 ユーロ /t（約 1,100 ～ 1,700
円 /t）に比べるとはるかに高い。石
炭火力発電のコストは 6 円 /kWh
程度だが、CO2 回収・貯留コスト
























域（海底下）合わせて約 1,460 億 t と
されている 24）2006 年の年間排出


























1000MW のプラント 1 基から、年
間約 500 万トンの CO2 が発生する
ことから、上記の 1 箇所 の CO2 平
均貯留容量は、1000MW の石炭火
力発電プラント 1 基の 10 年分に相
当する。国内には現在、主力の発
電出力 500MW ～ 1050MW の石炭
火 力 プ ラ ン ト が 計 40 基 あ り、











































2）28）。RITE に よ れ ば、 世 界 の
CO2 の地下貯留のポテンシャルを
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　なお、2011 年 1 月時点で、2712
件のプロジェクトがすでに登録さ
れており、2012 年分までの累計で
19.7 億トン分の CO2 の削減クレ
ジットが産み出されてきた。さら
に、2030 年までには累計で 77 億
トン分の CO2 の削減クレジットが
発行される予定である。このほか
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度か提出されている。2005 年 9 月
に、三菱 UFJ 証券（株）から、油・
ガス層への貯留を対象とした方法












（Subsidiary Body for Scientific and 
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排出量取引を利用した二酸化炭素回収・貯留技術の促進について
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